
1 

 

開催日：令和 8 年 3 月 25 日 

会議名：令和 8 年第 1 回定例会（第 7 日 3 月 25 日） 

 

○（吉田章浩議員） 皆様こんにちは。公明党議員団の吉田章浩でございます。 

 今回のテーマは、地域包括ケアシステムの推進について医療の視点からを一般質

問いたします。 

 

 地域包括ケアシステムの推進とは、主に高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生

活を続けられるように医療、介護、生活支援などを地域全体で支える仕組みを整

えることを指します。日本では、高齢化の進行に対応するため、厚生労働省が中心

となって政策として推進しています。地域包括ケアシステムは、おおむね３０分以内

に必要なサービスが提供できる地域を単位としており、１つ目に、医療では病院、

診療所による治療、在宅医療としての訪問診療など、そして、退院後のフォローな

ど。２つ目に、介護では介護保険サービス、訪問介護、デイサービス、施設介護など。

３つ目に、予防では年齢を重ねることで心身の働きが弱くなり、健康な状態と要介

護状態の中間にある状態のフレイル予防、健康づくり活動、介護予防教室など。４

つ目に、住まいでは自宅、サービス付き高齢者向け住宅、高齢者に配慮した住環境。

５つ目に、生活支援福祉では見守り、買物支援、ボランティア活動など。これら５つ

を一体的に提供することが地域包括ケアシステムの基本とされています。 

 

 推進される背景には、高齢者人口が急増している超高齢社会の到来、入院中心

の医療では財政負担が大きい、医療介護費の増大、多くの高齢者が自宅や地域で

暮らしたいと希望している、住み慣れた地域での生活希望などがあるとお聞きし

ます。しかし、実際の運用面での課題として、介護職員、訪問看護師、ケアマネジャ

ーなどの慢性的な人材不足、夜勤や低賃金、身体的負担が大きいことによる離職

率の高さなどがあり、在宅医療や介護サービスが十分に提供できない地域など、

医療機関と介護事業所の情報共有が不十分といわれ、都市部では高齢者が急増し、

サービスが追いつかない。また、財源などの制度の持続可能性、地域で支える仕組

みが機能しにくい、在宅医療、みとり体制の不足により家族の負担、医療体制不足、

２４時間対応の難しさなど、病院への依存がまだ強くあるなどの指摘も聞かれると

ころです。 

 

 これらの環境の中で、まずは本市の医療体制について確認していきたいと思い

ます。 

 

 高槻市は２０２４年、令和６年に大阪医科薬科大学、高槻市医師会、高槻市歯科医
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師会、高槻市薬剤師会と健康医療先進都市推進のために連携に関する協定を締結

されました。全ての市民が健康で生き生きと暮らすことができ、質の高い医療、介

護が受けられる健康医療先進都市たかつきを推進するため、５者がより一層連携

し、健康、医療に関する施策のさらなる充実を図るとともに、全国に向けてその強

みや魅力を発信しています。 

 

 また、本市では、以前よりドクターカーをはじめとする救急医療体制の充実や、出

産育児一時金の拡充、子育て支援の１つとしてこれまでも子ども医療費助成制度

を実施してきましたが、特に大阪府で初となる１８歳までの完全無償化が２０２５年、

令和７年に実現したことも含め、本市の医療関係の取組には高い評価をしていま

す。 

 

 乳幼児から高齢者まで世代を問わず必要な医療を受けられることは、生活面で

の大きな安心につながります。急な発熱、運動等での事故、歯科等や加齢による不

具合、特段コロナ禍では社会機能までもが低下する大変厳しい状況でした。健康医

療先進都市たかつきの推進については、特に８５歳以上の高齢者の増加や、高齢

化がさらに進む２０４０年以降に向けて、医療と介護が連携した地域包括ケアシス

テムの推進は、さらに必要性が増してくるものと感じています。 

 

 さて、医療体制について１問目をお聞きします。 

 

 本市は、医療環境が充実しており、かかりつけとなる医科、歯科が５００、薬局が１

７０、かかりつけを後方支援する地域医療支援病院が全国中核市最多の５施設、高

度医療の特定機能病院も１施設あります。また、救急医療においては全ての段階の

救急医療体制がそろい、全国平均８２％の搬送率に対してほぼ１００％の市内搬送

率となっています。このように大きな病院がたくさんあることで、病床数も多く、

市内搬送率の高いことから、市民の安心に大きく寄与していると認識しています。 

 

 そこで、本市の健康医療先進都市の在り方や、医療機能について、特に病院の病

床について基本的なことを含め確認をしていきたいと思います。 

 

 まず１点目は、改めて健康医療先進都市として協定を締結した趣旨や、２年が経

過した現況をお聞かせください。 

 ２点目に、大阪府全体の医療提供体制の総合計画に当たる第８次大阪府医療計

画では、三島二次医療圏の医療体制や課題、今後の方向性等についてどのように

示されているのか。 
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 ３点目に、病床については、第８次大阪府医療計画において、基準病床数や機能

の区分など、三島二次医療圏の状況をお聞かせください。 

 

 ４点目に、病院が自由に病床を増やしたり機能を変えたりすることは可能なのか、

それぞれのご答弁をお願いいたします。 

 

 また、５点目について、市民やそのご家族からの相談でもよく聞かれることです

が、入院日数と退院先についても確認させていただきたいと思います。入院日数

は疾患によって目安があると聞いていますが、どのようになっているのか、まだ入

院が必要な状態でも退院せざるを得ない場合もあるのか、医療的ケアが必要な人

の退院後の受皿にどのような施設等があるのか、退院が決まったときに今後のこ

とを相談できる機関はあるのか、それぞれご答弁をお願いいたします。 

 

 以上、１問目といたします。 

         〔健康福祉部長（馬場みかる）登壇〕 

 

○健康福祉部長（馬場みかる） 地域包括ケアシステムに関するご質問にご答弁い

たします。 

 

 １点目の健康医療先進都市についてですが、健康、医療施策のさらなる充実を図

るため、令和６年２月に締結した連携協定に基づき、連携会議やプロジェクトチー

ムの設置などを通して、医療関係者と緊密な意見交換等を行ってまいりました。協

定締結以降、骨髄等ドナーやがん患者のアピアランスケア助成事業等を開始したほ

か、成人ピロリ菌検査の対象を２０代にも拡大いたしました。また、令和８年度から

は医歯薬連携の地域医療体制（たかつきモデル）による高血圧、心不全サポート事

業に加え、膵臓がん対策にも取り組むほか、若年がん患者在宅療養生活支援助成

事業を開始するなど、より一層強固になった医療関係者との連携体制を生かした

事業展開を図っているところです。 

 

 ２点目の三島二次医療圏の医療体制等についてですが、高齢化に伴い、入院医

療需要は２０３０年頃まで増加し、その後減少に転じるものの、２０４０年において

も現在と同程度の需要が見込まれております。今後については、高齢化に伴う医

療ニーズの変化や増加が見込まれる在宅医療需要などを見据えた医療体制の整

備が必要となります。 
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 ３点目の病床数等についてですが、病床の適正配置や過剰な病床数を抑制する

ことを目的に、医療法に基づき基準病床数が定められています。三島二次医療圏

においては、現に病院等が有する病床数が基準病床数を上回っている状況です。 

 

 次に、病床機能は、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４つに大別されますが、

三島二次医療圏では、高度急性期及び急性期を合わせた機能が過剰で、回復期機

能が不足するとされています。病院の自主的な取組により、急性期等から回復期

へ病床機能の転換が進んでおりますが、今後も在宅医療の後方支援機能やリハビ

リ患者の受入れなどの回復期機能の強化が求められています。 

 

 ４点目の病床数等の変更については、基準病床数を上回っている圏域では新た

な病床の整備は原則できないこととなっています。また、病床機能については、過

剰とされる病床機能への転換を行うことは認められておらず、やむを得ず転換す

る場合には、二次医療圏ごとに設置された協議体での合意が必要となります。 

 

 ５点目の入院日数については、急性期機能の病院において症状が安定した患者

が治療段階に応じて回復期や慢性期機能の病院に転院となる例や、疾病ごとの標

準的な治療期間の目安が示されている例もありますが、退院については、医師の

医学的判断により決定されるものでございます。 

 

 次に、医療的ケアが必要な人の退院後については、自宅や施設において訪問診

療や訪問看護等のサービスを受けながら生活することとなります。また、退院に当

たっては、病院において専門職種を配置した相談窓口を設置するなど、次の療養

の場で安心して生活できるよう、患者や家族の支援を行っています。 

 

 以上でございます。 

 

○（吉田章浩議員） １問目ご答弁をいただきまして、１点目の健康医療先進都市に

ついては、健康医療施策のさらなる充実を図るため連携協定を締結されました。

また、これまで医療関係者と緊密な意見交換等を行ってこられ、骨髄等ドナーやが

ん患者のアピアランスケア助成事業等をはじめ、２０２６年度、令和８年度からの若

年がん患者在宅療養生活支援助成事業を開始するなど、一層強固になった医療関

係者との連携体制を生かした事業展開を図っていただいていることにこれからも

期待をしてまいりたいと思います。 

  

 また、２点目の三島二次医療圏の医療体制は入院医療需要が２０４０年頃まで増
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減はあるものの、現状と同程度で高齢化に伴う医療ニーズの変化や増加が見込ま

れる在宅医療需要などを見据えた医療体制の整備が必要とのことで、いずれも適

切な対策が必要であると感じます。 

  

 ３点目の病床数について、医療法による基準が定められており、当医療圏は基準

を上回っていること、病気やけがが突然発症して症状が激しく変化する時期の急

性期等が過剰で、急性期の治療での命の危険を脱した後、機能や生活能力を取り

戻すためのリハビリの回復期が不足しているとのことでした。現在は急性期等から

回復期へ病床機能の転換が進んでいるとのことですが、今後も在宅医療の後方支

援機能やリハビリ患者を受け入れるなどの回復機能の強化が求められているとの

ことであります。 

 

 ４点目の病床数の変更については、基準病床数を上回っている場合、新たな病床

の整備は原則できず、増やすことはできないとのことです。ただし、本市のように

急性期等が過剰な現状において、やむを得ず転換する場合には、二次医療圏ごと

の協議体での合意が必要となるとのことでした。回復期機能の強化が求められて

いる今、これらの環境整備が円滑に進むことが医療を適切に受けることができる

ポイントのように感じます。 

 

 ５点目の退院等については、当然のことながら医師の医学的判断により決定さ

れるわけですが、医療的ケアが必要な場合は急性期から回復期や病状が安定して

いて長期に治療やケアを続ける慢性期への転院もあり得ますが、回復期等が不足

している状況が整備改善されていることが前提になります。そして、転院できる病

院がなければ、自宅や施設において医療的ケアを適切に受けることが大切になっ

てきます。だからこそ、退院における相談窓口でしっかり相談を受けていただくこ

とが重要になってくると思います。 

 

 ところで、医療的ケアが必要な病気とは、日常生活の中で医師や看護師の指導の

下で特別な医療処置、ケアを継続して行う必要がある状態を指します。例えば、人

工呼吸器が必要、気管切開をしている、たんの吸引が必要な呼吸に関するケアが

必要な病気、筋ジストロフィーや脊髄性筋萎縮症、重症心身障がいなど、呼吸する

力が弱くなるため、機械や吸引などの医療的ケアが必要になります。食事に医療的

ケアが必要な病気では、胃にチューブを入れて栄養を入れる胃ろうや経管栄養、嚥

下障がいなど、脳性麻痺や先天性疾患など、自分で食べることが難しいためチュー

ブなどで栄養を取ります。ほかにも、排せつの医療的ケアなどもあります。病院で

の治療が終わり、疾患別の目安などを基に、原則として退院可能と医師が判断さ
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れた場合に退院となるわけですが、１問目のご答弁にあったとおり、医療的ケアの

必要な人は、自宅で在宅医療のサービスを受けられるか、あるいは施設に入所さ

れるか、ご本人やご家族の選択、受け入れる環境の状況によって様々な違いがあ

ると思います。 

 

 ２問目の質問については、退院後の生活として、在宅医療と介護の現状確認、地

域包括ケアシステムの推進などについてお聞きしたいと思います。 

 

 本市は病院などの医療機関は充実していますが、在宅医療や訪問診療などの体

制はどのようになっているのか、確認させていただきます。 

 

 １点目は、現状として、高槻市の在宅医療の提供体制はどのようになっているの

か、また、急変時などの２４時間の対応などは可能なのか。 

 

 ２点目に、在宅医療の今後の需要見込みについてどのように考えているのか。 

 

 ３点目は、在宅医療と介護の連携が重要であると考えますが、高齢者福祉計画・

介護保険事業計画においても、地域包括ケアシステムの深化、推進を計画目標に

位置づけられておられます。来年度には次期計画が策定されますが、地域包括ケ

アシステムの推進について、本市の現状、医療と介護の連携の取組、今後の課題に

ついて、また次期の策定に向けての市の見解をお聞かせください。 

 

○健康福祉部長（馬場みかる） ２問目にご答弁いたします。 

 

 １点目の在宅医療提供体制についてですが、本市には２４時間対応体制で在宅医

療を提供するとともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や介護、障がい福

祉の現場での多職種間連携の支援を行う積極的役割を担う医療機関が３２施設あ

り、人口１０万人当たりでは９．１施設と大阪府平均の３．３施設を大きく上回ってお

ります。これらの積極的役割を担う医療機関を中心に、訪問看護ステーション等が

連携するとともに、地域医療支援病院などが緊急時の入院体制を確保するなどの

後方支援を行うことで、急変時の２４時間体制を確保しています。 

 

 ２点目の在宅医療の需要見込みにつきましては、入院医療と同様、２０３０年頃ま

で増加しますが、その後、減少に転じると見込まれております。退院後も住み慣れ

た地域で療養や生活を継続するためには、病院等と在宅医療、介護に係る機関が

連携した支援を行うことが重要であることから、本市といたしましても、在宅医療・
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介護連携推進事業の中で、在宅療養安心ガイドブックを作成するなど、在宅療養の

理解促進に努めているところです。 

 

 ３点目の地域包括ケアシステムの推進についてですが、医療と介護の連携の取組

においては、コーディネーターの配置による相談体制を設けるほか、地域包括支援

センター等の関係機関や医療、介護等の多職種が地域課題等について話し合う地

域ケア会議において意見交換を行うなどにより連携強化を図っております。 

 

 今後は人口減少に加え、医療と介護双方のニーズを抱える８５歳以上の高齢者の

増加とともに、地域の実情に応じた効果的、効率的なサービスの提供や、また、サ

ービスの提供を担う介護人材の確保などが課題となります。令和９年度からの３か

年を計画期間とする次期計画においては、今後国から示される基本指針等を踏ま

え、高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らしていけるよう、高齢者施

策のさらなる推進に向けた計画の策定に取り組んでまいります。 

 

 以上でございます。 

 

○（吉田章浩議員） ３問目でございます。 

 

 ご答弁より、１点目の在宅医療の提供体制、２４時間の在宅医療提供体制は積極

的役割を担う医療機関が大阪府平均の約３倍で、地域医療支援病院が後方支援で

きていること、２点目の在宅医療の需要についても、入院医療と同様に増減はある

ものの、現状と同等とのことで、在宅医療の理解促進に努めていること、３点目の

地域包括ケアシステムの推進については、医療、介護のコーディネーター配置や在

宅医療や介護連携の相談体制の設置、地域ケア会議で協働して課題解決を図って

いること、そして、課題は介護人材の確保にあるとのご答弁がありました。どうか

次期計画について、さらなる推進にご尽力をお願いいたします。 

 

 地域包括ケアシステムの推進をテーマに一般質問をしてきました。特に今回は医

療の視点からとして、本市の健康医療先進都市の現状、病院等の受入体制や治療

後の退院からその後の在宅医療や介護、在宅以外の施設などの医療的ケアの取組、

対応についてなどを主にお聞きしました。医療、介護等における社会的な課題が

山積される中、健康医療先進都市たかつきの取組から、本市の医療関係の強みを

生かすことをはじめとして、これからも市民の皆様の医療と介護の充実、予防対策、

住宅環境の在り方、地域の支援など、地域包括ケアシステムのさらなる充実が図れ

ますよう、よろしくお願いをいたします。 
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 さて、本市の高齢化率は、２０２５年、令和７年３月末現在で２９．３％、２０４０年、

令和２２年には３６．９％と推計されており、高齢化はますます進展し、地域包括ケ

アシステムの推進に関する今後の取組はますます重要になってくると思われます。

しかし、医療等の課題は地域包括ケアシステムが対象となる高齢者の皆様だけに

とどまらず、難病や障がい、小児医療、さらに命の最終段階にある人が、できるだ

け苦痛なく自分らしく過ごせるように支える終末期医療に至るまで様々な場面が

あります。 

 

 １問目のご答弁にありましたように、２０２６年、令和８年度からは、医療関係の新

規事業や若年がん患者在宅療養生活支援助成事業として、市独自の介護サービス

利用料の一部を助成する取組が今議会において成立しました。年代に隙間なく行

うサービスの実施、こちらは公明党議員団 髙島佐浪枝議員が一般質問を通して

要望され、形になったことも高く評価をしております。 

 

 そして、ここからは先ほど申し上げた医療等の課題、医療を受ける様々な場面に

ついて市民の皆様から様々なお声をお聞きすることから、これらのことにも少し触

れておきたいと思います。 

 

 ２問目では、在宅医療と訪問診療、介護施設等の体制等の質問にご答弁をいた

だき、その充実や重要性、必要性、また課題などを理解いたしました。 

 病院からの退院が決定し、関係者に相談したところ、住宅型有料老人ホームの紹

介を受け、入所されて約３年経過のご家族の声ですが、２４時間体制での医療ケア

も充実し、お花見などの行事もあり、週１回、ご家族が面会に行くと笑顔で会話が

でき、施設から家族にも適切な案内があり安心していますとの感想をお聞きしま

した。 

 

 しかし、高齢化がさらに進むと、課題にあった効率的、効果的なサービス提供や、

介護人材の確保などが今後心配されるところで、様々な施設の状況から、介護人

材が不足した場合、制度等があっても医療的ケアが必要とされる人を受入れでき

ない状況など、サービスの低下などが懸念されるのではないでしょうか。 

 

 このような課題から、自宅での療養が望ましいと思われますが、調査では約３割

の人が、できれば自宅で療養したいと希望していますが、そのうち半数以上が実現

は難しいと感じているとされています。そこには主な理由として、家族のメンタル

ケアや一時的に休息できる仕組み、レスパイトなども考慮すると、家族の介護負担

が大きいこと、医療体制が十分でないこと、緊急時の対応への不安などが挙げら
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れています。 

 

 これからの地域包括ケアシステムを考えていく上で、ご本人の状況や家族の環境

によっては、在宅医療や介護を受けることができない実態があることも認識し、注

視しなければならないと思います。 

 

 市内のある施設では、地域での住宅としての施設を設け、世代に関わらず、病院

でも在宅でも救えない子どもから難病、高齢者まで守るとの気概から、第３の場と

して新たなケア拠点の取組を事業として実施されています。過日、施設の見学をさ

せていただきました。入所されている単身の高齢者の方からのご感想は、病院を

退院した後、体調の苦痛を感じながらも行き場所がない悩みを抱えておられまし

たが、この施設に出会い、入所できたことに感謝していますと笑顔で語っていらっ

しゃった姿が印象的でした。また、施設には車椅子で小児医療を受けている方にも

お会いしました。 

 

 今後の課題の１つとして、２０２６年、令和８年６月１日から施行される訪問看護の

診療報酬の改定が大きな課題となっています。２４時間体制で複数回の訪問看護

を行った場合に、１日当たりで算定する包括型訪問看護療養費を新設されます。包

括型の導入は、これまで適切に運営してきた事業者にとっても痛手になることも

予想され、質の高い訪問看護サービスの提供に支障を来すことが想定されます。 

 

 そのため、制度全体の持続性を確保しながら、医療の質を向上させるように、国

においてもこれらの実態をしっかり認識していただき、適切な対応を期待していき

たいと思います。そのことが、医療的ケアを必要とされる人を守ることにつながり、

医療的ケアが必要な人ほど地域包括ケアシステムの中での支援が必要になると思

います。医療的ケアを支える部隊が地域包括ケアシステムに至るものと考えるとこ

ろです。 

 

 医療の提供体制は、依然、病院での治療と在宅や施設での訪問医療、看護、介護

が前提にあります。改めて本市と関係機関との健康医療先進都市の推進を評価し、

本市の高齢者の在宅医療の理解促進に努めていることも理解するところです。 

 

 しかし、難病や障がい、小児、終末期医療等の医療的ケアを必要とする人々を守

る重要性と守ろうとする施設があることもいま１度注視していただけるよう課題

提起をさせていただき、どうか必要に応じて国や府にも適宜ご進言いただけます

ようお願いして、私の一般質問を終わります。 
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